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は  じ め に

賃金の上昇が物価を引上げ,物価の上昇が賃金を引上げるプロセスは「賃金・ 1/4価のスパ

イラフィ」と呼ばれる6これは市場支配力を持つ寡占的企業と組織化された労働者との所得分

配をめぐる COnflictに他ならない。 このような見方は, インフレーションの背後に資本家
と労働者との階lla対立が存在することを教えてくれる1)

企業の価格支配力,労働者の賃金交渉力によってインフレ‐ションが生じるが,これらの

力は商品市場,労働市場の状況に左右される。したがって, インフレーションを究明するた

めには,生産決定,雇用決定がどのようになされ, さらに経済全体がどのように
~OJい
ている

のかが解明されねばならない。

本稿の目的は,賃金 。物価スパイラルが経済全体の運動からどのように生じ,その結果 ,

実質賃金率はどんな運動を行うのかを明らかにすることにある。 I節では,この問題を考察

* 本稿作成に際し,置塩信雄教授から暖かい御指導をいただき,足立英之教授から有益な御教示をい
ただいた。両教授に心から感謝します。むろんありうべき誤謬は全て筆者の責任である。

(1)階級対立の視点を基礎に捉えた賃金・物価スパイラ71/論の意義,ま た他のインフレーション論と
の位置付けについては,三輪 〔10〕 ザ明快。賃金・物価スパイラルを論じた文献に次のものがある。
荒〔1〕 ,Desai〔 3〕Ъ Kalecki〔 5〕 ,三野〔9〕 f中谷〔11〕,置塩〔13〕,Rowthorn〔183,TurnOVSky
&PitchfOrd〔 21〕。

孝泰里新
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するためのモデルが提示される。このモデルの特徴は,投資関数が HarrOd的 であること,

価格が基本的にマーク・アップ原理に依拠しつつも商品需給も考慮して決まること,賃金が

労働組合を背景として実質賃金率と労働需給に依存して決まることであろう。 I節ではモデ

ルの運動が分析され,不均衡累積過程の状況が説明される。Ⅲ節では景気循環局面における

実質賃金率の運動を規定する諸要因が分析される。Ⅳ節では金融的要因が考慮され,金融政

策の役害」が考察される。

I モ  デ  ル

封鎖経済を前提とする。生産物は一財しか存在せず,消費財にも資本財にも転用されうる。

財は労働と資本設備によって生産される。資本設備の減耗は無視する。技術進歩はなく生産

技術を所与とすれば,この財の生産条件は次のように表わされる。

(1)y=δσκ  σ=cOnst.>0

(2)N=%y  ″=COnst.>0

ここで,y:生産量,κ :資本ストック,N:雇用量,δ :稼動率,σ :正常産出係数,π :労
働投入係数。(1)12)は ,資本設備の大きさが与えられれば,生産量と雇用量とが稼動率に応

じて決まることを示している。

稼動率の決定を考える。企業は商品市場の需給に合わせて稼動率を調整するであろう。即

ち,市場が超過需要 (供給)であれば稼動率を引上 (引下)げる。政府支出,租税を無視し,

労働者は賃金を全て消費し,資本家は利潤を全て貯蓄するものとすれば,商品市場の需給均

衡条件は次式となる。

ここで,″ :貨幣賃金率,p:価格,I:投資量。企業の稼動率調整によって常に需給均衡 13)

が成立すると想定しよう。それゆえ,計画投資は資本蓄積として結実し,

(4)K=f

とな7:13》こはヽ 12)を代入すれば,次式となる。

15)′ =満 g

ただし,

ｆ十Ｎ
″
一ｐ

〓ｙ

(2)″ は時間に関する微分 み/″ を示す。以下同様。
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02=+
Og=+

ここで,R:実質賃金率,g:資本蓄積率。15)は Pが与えられれば,資本蓄積率に応じて稼
動率が決まることを示している。

企業の投資政策を考える。企業は市場で決まる稼動率が正常稼動以上 (以下)であれば資

本不足 (過剰)と判断し,生産能力を拡張 (縮少)しようと資本蓄積率を引上 (引下)げる

であろう。このような投資態度は HarrOdタ イプであり,次のように定式化されを:)

(8)g=力 (δ) ″>0,″ (1)=0

企業の価格政策は基本的にはマーク・アップ原理であり,一定の要求利潤マージンを実現

すべく価格調整を行う。即ち,現実の利潤マージンが要求マージンを下回るなら価格が引上

げられる。利潤マージン μは,主要費用 (prime COSt)に 対する利潤の比率で,

μ=等 =半

であるから,一定の要求利潤マージンには一定の実質賃金率が対応する。それゆえ上の価格

調整は,対応する実質賃金率を現実の実質賃金率が上回れば価格が引上げられることを意味

する。ところで,稼動率がどんなに低下しても利潤マージンのみに基づいて価格を決めると

いうのは現実的でない。不況時には,価格や市場シェアーをめぐる企業間競争は激化するた

め価格引上げは困難となり,ついには価格引下げを行わざるを得なくなる。以上のことより,

価格決定は次のように定式化されよう。

(9)″ =φ (P,δ)φ l>0, φ2>0

ここで,p=夕″ :価格上昇率。φ関数を価格関数と呼ぼう。 価格関数の第 1要因は コスト

要因を示し,第 2要因は商品市場要因を示す。

貨幣賃金率の決定を考える。企業と労働組合との賃金交渉は貨幣賃金の交渉である。労働

者は賃金を受け取り消費財を購入して生活するから,労働者にとって賃金の水準が問題にな

るのは消費財で測った賃金,即ち実質賃金である。それゆえ賃金交渉において,労働者は実

質賃金を基に賃金要求が出される。現実の実質賃金が労働者の要求実質賃金に満たないとき,

労働者の変渉力が強ければ,貨幣賃金は引上げられる。しかしながら,賃金は労働者の生活

要求のみで決まるものではない。労働市場の状況も賃金決定の要因である。失業の増大は労

働者の交渉力を弱め,賃金上昇を抑える。労働の逼迫時には,労働者獲得のために企業はよ

(3)HarrOd〔 4〕 邦訳 p.53。 置塩 〔14〕 をも参照。
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り高い賃金を提示する。以上のことより,貨幣賃金率の決定は次のように定式化され
よう。

l101 あ=¢ (R,υ)91<0,92>0

ただし,

llll  υ==ニオ[―

ここで,め =あ/″ :賃金上昇率,υ :雇用率,N':労働供給。9関数を賃金関数と呼ば:

賃金関数の第1要因は生計費要因を示し,第 2要因は労働市場要因を示す。

労働供給は一定の人口成長率 λで増加するとすれば,次式が従う。

l121i`=λ N∫  λ=cOnst.>0

以上によって,われわれのモデルは完結する。 変数は, y,氏 f,MNち R,p,ω ,

g,υ,び の 11コであり,13)を除くに)～12から成る11本の方程式体系である。

議論の便宜のために,

l131  カ・=―
i;「

とおく。たは資本ストックと労働供給の比である。上式を用いると,上の体系は次のようヤ

g,々,Rの 3変数に関する微分方程式体系に集約される。

t4 g=力 (δ)=″ `(g,2)

u勧 力=″ (g― λ)=″ル(g,力 )

10 ,=R19(R,υ )一φ(R,δ)|=πR(g,た ,2)

ただし,                                .

同 δ=満 g

叩 υ=%び δ々

H 不均衡累積過程

集約体系l141～任0において,g=″ =力 =oとなる均衡状態に注目しよう。均衡値は,変数
1

肩に *を付して表わせば,次のようになる。

δ*=1, g*=λ, R*=写

9σ*, υ*)=φ (2*, 1), υ*=πσ力
*

均衡点は一意的である。均衡では,正常稼動であり,資本蓄積率は人口成長率に等しく,
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用率が一定の恒常成長である。実質賃金率は正常産出係数,労働投入係数と人口成長率の 3

要因によって決まる。正常稼動,完全雇用成長が持続可能であるためには, σ>入 が必要。

以下これを仮定する。よってR*は正。(9,任 0を考慮すれば,均衡では価格上昇率と賃金上
昇率は同率で一定である。

さて,l14～[0において,均衡点での線形近似を行うと,その係数行列は次のようになる。

″δ
`   ,  0 ,
力*     ,    0  ,

2*(92υδ~φ 2)δg,R*¢ 2リル,

ただし,

為=冴÷>Q娠=)*乱>Q
υl=πσ力*｀>0, υl=%′δ*〕>0,

特性方程式 スρ)=lρf―〃|は計算により次のようになる。

[9 〔́ρ)=ρ3+α lρ 2+α 2ρ +α3

;αl=― ″δ
`一
R*(91-φ l)― R*(92υδ~φ 2)δR

α2=″δgR*(91-φ l)

α3=―″δRR*92υ力か

符号条件より,α 2<0,α3<0と なる。ズ0)=ク 3<0であるから,少なくとも1つの特性根

は正。この正根を ρlとする。α2<0よ り,他の 2根の実部は負であることがわかなf)

したがって,均衡点から任意の乖離があると, 蓄積率 gは g*に収東することはなく,

不均衡は一方向に累積的に拡大してゆく。 このような不均衡累積をひき起こす主要因は,
HarrOd的投資関数にある。蓄積率が上昇すると稼動率が上昇し,これはさらに蓄積率を引

上げるのである。

次に,不均衡累積過程における,稼動率,雇用率,価格上昇率,賃金上昇率,実質賃金率

等の運動を調べる。このために,

(4)他の 2根を ρ2,ρ3と すれば, 3次方程式の根と係数の関係より
ρlρ 2+ρ 2ρ 3+ρ 3ρ l=α 2, ρlρ 2ρ3=~″ 3

である。ρl>0,α 2く 0,α 3<0で あるから,

ρ2ρ 3>0,ρ 2+ρ 3<0

となる。よって,ρ 2,ρ 3の実部は負。

ｒ
ｌ
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ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｌ
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χl=g― g*,  κ2=力 ~ル*,  ″3=R~R*,

χ4=δ ~δ*,  ″5=υ ~υ*,

χ6=参 ~多*,  ″7=ω ~″ *,

とおく。乖離運動は正根 ρlに支配される。ρlに属する固有ベクトルは,

Eρ lf―
―rr] | |: | = | | |

によってきまる。上式より,

191 ″2/κl=た*/ρ l>0,

201 ″3/″ 1=(ρ l―″δg)/″δR

となる。″1=ρ l″ 1と 04よ り,

2J  ″4′Xl=ρ 1/″
′>0

それゆえ,171よ り,

図 ″5/″1=″び力*″ 4/″ 1■πσδ*″ 2/″ 1)>0

また(9)10よ り,                      ^

231 ″0/″ 1=φ lχ 3/″ 1+φ 2″ 4/″ 1)>0

図 ″7/″ 1=91″ 3//1+92″5/χl>0
(5)
となる。

χ3/″ 1の符号を調べる。ρは 3次方程式 ズρ)の唯―の正根であるから,20よ り,

″3ル1>0 0 ρl>″δ`o/(″
δ
`)<0

である。ノ(″
′δ
`)を
計算すると,

(5)″ 6/″ I,″ 7/″1の符号は次のように確定する。R=あ―´ょリカ3=R*(″ 7-″ 6),ま た 力3=ρ l″ 3。

よって,

ρl″ =R*(″ 7~″ 6)… …(*)

今,″ 3/″1=0とする。(*),0,② より,

″7/″ 1=″ 6/″1=φ 2″ 4/″I>0

″3/″I>0とする。同様にして,

″7/″ 1>″ 6/″ 1=φ l■ 3″ I十φ2″ 4/″ 1>0

″3/″1<0とする。同様にして,

″6/″ 1>″ 7/″ 1=91'3/″ 1+′ノ5/″1>0
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1助 /(″δg)=R*力
′δR(4-3)

:A=φ 2δ
`″
δg>0,               /

B=92(υδδgみ′δ
`+υ
″*)>0

となる。4は ,実質賃金率を一定とする場合の,蓄積率上昇による稼動率の増加が価格上昇

率に与える効果,Bは同じ場合の,蓄積率上昇による雇用率の増加が賃金上昇率に与える効

果を測っていな:)前者が後者より大 (小)であれば,″ 3/″1は負 (正)。

χ2ル 1,″3ル1等々の符号が正であることは, 資本蓄積率の上方 (下方)累積過程におい

て,資本一労働供給比率,実質賃金率等々が上方 (下方)累積運動を行うことである。以上

の結果を第 1表にまとめておく。

第 1表 蓄積率上方累積下の運動

資本/洪屠
カ

実質賃金率

R
稼 動 率

δ

雇 用 率
υ

価格上昇率

´

賃金上昇率

″

+ +/― + + + +

(注)十 (― )は上方 (下方)累積を示す。

蓄積率および稼動率が累積的に上昇 (下降)する過程は,共型的な景気上昇 (下降)局面

である。上の結果から, 景気上昇 (下降)局面では,雇用率は増大 (減少),即ち失業率は

減少 (増大)してゆき,資本蓄積率は人口成長率以上に増大 (以下に減少)してゆくことが

わかった。また,景気上昇局面では価格上昇率と賃金上昇率がともに上昇,つまリインフレ

ーションが加速することがわかる。景気上昇局面で実質賃金率が上昇するのか下す降るのか

(6)И ,Bの意味は次の通り。Rを一定とすれば,(5),0)よ り,
p=φ 2δ =φ 2δ

`g
よって,

S:=φ 2δ
g鶴 =φ 2δ

`″

′δg=И
Rを一定とすれば,10,C71よ り,

″=92j=92(υ aδ ttυ l力)

よって ,

等=%。お″%れの=β
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(7)

は一義的ではない。なお,資本利潤率は資本蓄積率とともに上昇する。

IH 実質賃金率の運動

景気上昇 (下降)局面において実質賃金率は上昇する場合も,下降する場合もある。では,

それがいかなる要因によって規定されるのかを吟味しよらl)
実質賃金率の運動方向は,すでに述べたように,2うの4,βの大小によって決まる。これ

は次のように書換えられる。

口4-3=レ刊卜彫
t多与~%。t翼与+D〕

ただし,

%利2併,…2音
。,は価格関数の稼動率に関する弾力性,。ψは賃金関数の雇用率に関する弾力性である。そ

れゆえ,実質賃金率が蓄積率と同方向に動く条件,即ち4<Bは ,

mキ<1++
とな球!したがって,実質賃金率の運

~g」

を規定する諸要因は,次の 4要因にまとめられる。

レ}価格関数の稼動率弾力性 ep

(口)賃金関数の雇用率弾力性 ε″

レヽ 投資関数の稼動率反応度 ″

(7)資本利潤率とは (夕 y一ωⅣ)/′κ である。本稿の仮定の下では,こ れは資本蓄積率 gに等しい。
本稿のモデ′レでは,利 iF5率と実質賃金率の上昇が両立しうる。これは稼動率が蓄積率上昇とともに

上昇するためである。稼動率には,技術的完全生産能力によって,あ るいは労働の完全雇用によっ

て上限がある。稼動率が上限に達する景気上昇末期には,市場の強大な需要圧力により価格がつり

上げられることで需給が一致しよう。その場合には,禾1潤率と実質賃金率の間に対抗関係が発生し,

蓄積率の増大は実質賃金率の低下となろう。このような景気の天丼に関する分析は本稿の範囲を起

える。なお,景気の反転に関する分析に,置塩 〔15〕 がある。

(8)技術進歩による変化を除いた場合,実質賃金率が景気と反循理的に動くのか,それとも1頂循環的
に動くのかは論者によって見解が分れる。 Keynes〔 6〕 第 2章は, 限界生産力説を支技し反循環

的であるという。 Marx〔 7〕 第23章は, 順循環的であるとしている。この問題に関する最近の理

論研究に, SCarth&Myatt〔 19〕 がある。実証研究については, BOdkin〔 2〕,Neftici〔 12〕 ,

TatOm〔 20〕 等がある。 BOdkin〔 2〕 によれば, カナダはどちらとも言えず,ア メリカは1頂循環

的である。

(9)δ*=1,g*=λ を考慮すれば,0を 得る。 この式の右辺の値が 1よ り大となるのは,雇用率が稼
動率に比して上昇するためである。



景気循環と実質賃金率

日 入口成長率 λ
価格関数の稼動率弾力性が大であれば,実質賃金率は景気と反循環的に運動する。賃金関数

1日『置肇察紫球全』[11ぎ農層曇曇會[:S傷[繁畠』:i)i曇冒繁侶案啓IttT曇曾奄'
成立させるような関係にあれば,実質賃金率は均衡水準に収東する。

上の4要因は景気上昇 (下降)過程での趨勢的な実質賃金率の運動の規定要因であるにす

ぎないことに留意すべきである。たとえ上の4要因が不変であるとしても,企業の価格決定

態度,労働者の賃金決定態度が変われば,実質賃金率の運動プロセスは変化する。以下この

ことを例証しよう。

当初,景気下降過程にあるものとする。271は等号が成立しているものとする。それゆえ蓄

積率,稼動率が下降しているが,実質賃

金率は均衡水準に収束する。実質賃金率

が均衡水準にとどまっているのは,た ま

たま企業と労働者の価格と賃金について

の力関係がバランスしているからにすぎ

ない。技術条件と人口成長率によって決

まる実質賃金率は,企業,労働者がとも

に満足できるものではないであろう。

今,′ =0の時点で, 企業の価格決定

態度が強化されたとしよう。これは価格

関数の上方シフトとして表わせる。この

シフトは稼動率弾力性を不変とするよう

なものと想定しよう。価格決定態度の強

化は価格上昇率の上昇となり,一時的に

実質賃金率が下落する。しかしながら,

稼動率弾力性が不変で依然として囲が等

号で成立しているから,やがて実質賃金

率はもとの均衡水準に回復する。 この

ような プロセスは第 1図 のようになろ

う。 第 1図 上図は実質賃金率の運動プ
ロセスであり, 下図はその間の価格上

昇率, 賃金上昇率の運動 プロセスであ 第 1図

171の不等式ど成立させるような(10)つまり,″ 大, λ小であるほど971の右辺の値は1に 近づき,

C´/εッのとりうる範囲が小さくなる。
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(11)

る。

第 1図下図のように,景気下降期であっても,企業の価格決定態度の強化はインフレを再

び激しくさせる。労働者の賃金決定態度の強化についても同様である

'2猜

1図から示唆され

るように,景気下降期に価格決定態度,賃金決定態度がたびたび強化され,イ ンフレがおさ

まらない状況が「 スタグフレーション」である。

IV金 融 政 策

これまでは,貨幣市場を無視し,実物的諸力に着目して分析した。本節では貨幣市場をと

り上げ,金融的要因を考慮して分析を進める。

貨幣市場の需給均衡条件は次式である。

20 M=ι (タス ″)ιl>0,L2<0

ここで,″ :貨幣供給,″ :利子率。二は Keynes的流動性選好関数で,所得沙yの増加

関数,利子率の減少関数である。上式は所得と貨幣供給が与えられれば,利子率が決定され

ることを示す。貨幣需要が所得の 1次同次であるとすれば,2811ま次式となる。

券=ιC,の封④
″=M′)yとぉくと,″ は貨幣と所得の比であり,貨幣の流通速度の逆数,Marshallの カ

である。″は金融当局によってコントロールされ,景気上昇時には%を減少させると想定し

よう。この想定により,281は次式とな:?

29 ″(δ)=′ (/),″′<0,J′<0

したがって,

00″ =べめ,〆=子>0

となる。それゆえ,上の金融政策は,景気上昇期に金融引締めにより利子率を上昇させ,景

気下降期に金融緩和により利子率を低下させるような,裁量的金融政策を意味する。

利子率の上昇は投資需要にどんな影響を持つであろうか。禾」子率の上昇は投資需要にマイ

(11)図の EF曲線はインフレ率の趨勢曲線であり, 均衡価格上昇率を上限とする指数的減少曲線で
ある。〕F′ 曲線は,価格関数の上方シフトによって EF曲線が上方ンフトしたもの。
(12)景気下降期に賃金関数が上方ンフトする場合,上図は逆のカーフ・,下図は同様になる。ただし,

賃金関数のシフトは均衡価格上昇率を変えないので,EF曲線の上方ンフトは図とは異なったもの
となる。

(13)19式の定式化は,Rose〔 17〕 に負う。
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ナスの影響を持つ。なぜならば,借入によって投資資金をファイナンスする企業では,利子

率上昇により利払のための控除を大きくしなければならず,期待収益が減少する。内部資金

によってアァイナンスする企業では,証券利回り (利子率)の高いことは,内部資金を資本

財購入にあてるか,証券投資にあてるかの選択において,前者の有利さが相対的に減少する

からであZ?このような事情を考慮すれば,投資関数(81は次のように修正される。

3J g=み (δ ,″)力1>0, 力2<0

1節のモデルにおいて,旧 )を81に置き換え,29を追加することによって,貨幣市場を含む,

拡張された体系を得る。

80を考慮すれば,OJは ,

g=″ (δ , ″(δ ))

となる。これを改めて,

00 g=″ (δ),  ″′=力 1+力 2″
′
妻0

とおけば,拡張体系は形式的に141～161の体系に集約される。

まず,拡張体系の均衡状態に注目しよう。均衡においては,29,OJよ り,

03 珍(δ*, /*)=0, ″(δ *)=′ (γ *)

である。均衡点が正常稼rJJでぁるとは限らない。また均衡点の一意性も保証されない。

均衡点の安定性を検討する。拡張体系の特性方程式は形式的には0と同一。″>0の ときは,

これまでのモデルに帰着し, 正根をもつ。″<0の ときは,ク2>0,ク3>0と なるから安定

条件は,α lα 2~α3>0となる。

04 αlα 2~α3=2*″δ22(φ l_91)(″ +C)

;C=券。1のキ券。,の一のな―ザ縣稀
であるから,安定条件は,力′<― Cに帰着する。

結局,拡張体系の安定条件は,″ =力 1+力 2〆 を考慮すれば,

かつ

(14)しかしながら,景気上昇期に一般利子率が上昇しても,企業の収益,信用は良好であり株価は上

昇するので,株式発行による資金コストはむしろ低下することさえあることに留意しなければなら

ない。Matthews〔 8〕 第8章第 4節 ,Robinson〔163 2nd ed.,pp.156-57,邦訳 pp.27-29参照。

″

一″

一カ
一＜

一カ
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である。投資関数の利子率反応度 lλ
′
21がノ」ヽであれば, 0,が成立せず, 蓄積率,稼動率は

一方向へ累積的に乖離する。拡張体系が安定であるためには, |″ |が大,即ち所得に比し

ての貨幣供給が稼動率に対して十分大きく反応することが必要であ2?これは金融政策とし
て次の原則を示唆する。景気安定化のための金融政策は景気に対し十分弾力的に実行されね

ばならない。

次に,拡張体系での実質賃金率の運動を調べよう。8励が成立せず蓄積率が累積的に乖離す

る場合,実質賃金率が景気と同方向に動く条件は,

図キ<1+。1+z2≠ )計     ´
となる。実質賃金率の運動方向は Ⅲ節で述べた4要因に加えて, 投資関数の利子率反応度

力2と貨幣市場の要因,′
′,″ の影響をうけることがわかを:)均衡稼動率が正常稼動 (δ*=1)

であるとすると,拡張体系の方が,貨幣市場を無視した体系よりも実質賃金率が景気と同方
向に動く可能性が強まる。

体系が安定となる場合には,実質賃金率は均衡水準 R*に収東する。R*は 00と次式によ

って決まる。     ｀

1381 R*=弊

したがって,安定の場合,実質賃金率水準の規定要因は次の 6要因である。

レ)労働投入係数 η
(口)正常産出係数 ′

1/bl 人口成長率 λ

日 投資関数 力(δ ,″ )
(ホ)貨幣需要関数 ′(″ )
lal 金融政策 ″(δ )
以上の考察により明らかとなったように,金融政策は,景気変動,実質賃金率の運動に一

定の役割を果す。金融政策が十分弾力的であれば景気は安定化しよう。しかしながら,裁量

(15)Cが正であるとき,|グ |が大であることは安定の必要条件にすぎない。 Cが負であるとき,こ
の条件は十分条件でもある。Cは ″ には依存していない。 それゆえ, 金融政策のみで安定化し
ない場合には,何 らかの所得政策が必要となろう。

(16)δ*は ″(δ ,″)=0と %(δ )=J(″ )の位置・形状によって決まる。それゆえ金融政策は δ*を変
えることによっても,実質賃金率の運動方向に影響を与えうる。



景気循環と実質賃金率                 63

的金融政策によって安定均衡が達成されたとしても,「均衡」は何ら「調和的」であること

を意味しない。完全雇用均衡であるとは限らない。稼動率は正常以下であるかも知れない。

実質賃金率は労働者が満足できる水準であるとは限らない。均衡利潤マージンに企業が満足

する保証はない。金融政策によって稼動率, したがってまた雇用率を引上げれば,利 llBマ ー

ジンは減少して, インフレ率が上昇する。したがって,安定均衡であっても,長期的に, イ

ンフレと失業の トレード・オフが存在する。

V 残された課題

最後に,本稿で無視された主要な問題を述べる。

1)生産性の変化。生産性の変化には稼動率の変化によるものと,技術進歩によるものが

ある。固定的労働の存在等により,稼動率の上昇は労働生産性を上昇させる。本稿では労働

生産性一定と仮定しているから,実質賃金率の上昇は労働分配率の上昇を意味する。稼動率

上昇により労働生産性が上昇すれば,実質賃金率が上昇しても労働分配率も上昇するとはか

ぎらない。実際,実質賃金率が景気と順循環的な国でも,労働分配率は反循環的である。技

術進歩がある場合,本稿の賃金関数は技術進歩をも考慮したものに修正されるべきであろ う。

実際,近年の賃金要求は, インフレによる生活水準目減り分プラス生産性向上分という形で

出される国がある。

ii)イ ンフレ期待。インフレが持続すると,人々にインフレ期待が定着し,イ ンフレを予

想して人々は行動する。とりわけ企業の投資行動は将来を予想して行われるものであるから,

企業にとってインフレ期待は重要である。投資が名目利子率ではなく,予想実質利子率に依

存するものであれば, インフレによりそれだけ実質利子率が低下するから,経済はより不安

定となろう。

iil)輸入インフレ。輸出入がある開放経済では,国内要因によるインアレに加えて,輸入

品価格の上昇によるインフレ,いわゆる輸入インアレが問題となo。 輸出入,資本移動によ

る国際収支も問題となる。

市)財政政策。本稿では金融政策のみが扱われ,政府支出,租税は無視された。ここでは,

貨幣供給は公開市場操作を通じて行われると暗に想定している。貨幣供給の増加は財政赤字

により生じることも考慮されるべきである。

V)景気の反転。本稿では景気上昇過程と下降過程のみが扱われた。景気の反転問題が扱

われて初めて景気循環全体が完結し,実質賃金率の運動の全過程が明らかにされよう。

以上が本稿に残された課題である。
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〔6〕 Keynes,J.M.,T″ Ǵο %´″ク′r″ 0́′ノοノE%′ノοノ%′グ,I″ル′′sι クπ′〃ο″́y,Macmillan&

Co. Ltd.,1936.

〔7〕 Mark,K.,C″づ′α′,Vol.I,向坂迪郎訳『資本論』第 1巻,岩波書店,1965年。

〔8〕 Matthews,R.C.D.,The Trade Cycle,1959.海 老沢道進訳『景気循環』至誠堂,1961年 。

〔9〕 三野和雄「 Wage― Price Spiralの長期分析」「季刊理論経済学』1979年 8月。

〔10〕 三輪俊和「現代インフレーション理論についての一考察」①②,北九州大学『商経論集』1975年

3月 ,同年 8月。

〔11〕 中谷武「スタグフレーションについて」『国民経済雑誌』1980年 9月。

〔12〕  Neftici, S. N.,``A time series Analysis Of the real wages― employment relationship'',

ノο%″″α′οメPο′′
`′

ιクノEσο″ο″ッ, April, 1978.

〔13〕 置塩信雄「階級闘争の一表現としてのインフレーション」「国民経済雄誌』1959年 11月 (『現代経

済学』筑摩書房,1977年所収)。

〔14〕 一―――一「不安定性の論理」神戸大学経済学研究,1968年 (同上書所収)。

〔15〕 一――――「上方転換の一契機について」『国民経済雑誌』1978年 9月。

〔16〕  RobinsOn, 」., 7″′ Rα′′ ο/ 1″′夕″σs′ α″∂ 0′力′″ Essαッs, MaCmillan, 1952. 2nd. edition,

1979.大川・梅川訳『 利子論その他諸研究』東洋経済新報社,1955年。

〔17〕 Rose, H.,``On the Non― Linear Theory of the Employment Cycle'', R′ グ′ωο/Eιοπο%′ι

Sι″」グ́s, April, 1967.

〔18〕  Rowthorn,R.E.,“ Conflict,inflatiOn and mOney'',Cambrige」 Ournal of Economics,Sep.

1977.

〔19〕  SCarth, W. A. and Myatt, A・ , “The real wage― employment relationship'', Eο οπο%′ο

ノOZ″″r7J, March, 1980.

〔20〕  TatOm, 」. A., “The tPrOblem'of Procyclical Real Wages and Productivity'', ノο%/″ク′οメ
Pο′′″」οα′Eびο″ο解ノ, April,1980.

〔21〕  TurnOVSky, S. T. and Pitchford, J.,“ Expectations and lncOme Claims in Wage Price

Determination: An Aspect of the lnflationary Process'', in Essα 卵 ブ″〃ο″ο″″ο/∠ . フ1

P力′〃′ps, wiley, 1977.


